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「川俣町中心市街地活性化基本計画（案）」に関する 

意見募集（パブリックコメント） 

日頃より、町政の進展にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、本町では、自家用車の普及による行動の広域化や商業施設の郊外立地などにより

市街地が拡大し、街なかでは歩行者数や販売額が減少してきました。

また、平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災は、家屋や商業施設の損壊など大き
な被害をもたらし、福島第一原発事故に伴う放射性物質の拡散により地場産品が敬遠され

るなど、風評被害は中心商店街にも深刻な影響を及ぼしてきました。

中心市街地の現状は、空き店舗が目立つほか、居住人口の減少も見られ、空洞化が進行

しています。

こうした状況を受けて、本町では、「まちの顔」である中心市街地の賑わいを取り戻すた

め、「川俣町中心市街地活性化基本計画（案）」を取りまとめました。本基本計画（案）は、

今後 5 年間の実行計画として、中心市街地活性化のための基本方針や具体的施策を定めて
おりますので、町民の皆様にご確認いただき、ご意見を募集いたします。

皆様のご意見をお聞かせください。

平成 26年 3月 1日

川俣町民の皆様

川俣町長 古川道郎

（公印省略）

【問い合わせ先】

川俣町産業課 商工交流係 （担当：橋本）

TEL 024－566－2111 FAX 024－566－3120 

募集期間：平成 26年 3月 1日（土）～3月 14日（金）
募集内容：川俣町中心市街地活性化基本計画（案）に対するご意見

提出方法：電子メール、FAX、はがき、封書のいずれか
書式は自由ですが、住所・氏名・電話番号を記載してください。

留意事項：個別の回答はしませんので、あらかじめご了承ください。

提出窓口：川俣町産業課 商工交流係

郵 送 の 場 合：〒960－1492 川俣町字五百田 30番地
F A X の 場 合 ：024－566－3120 
電子メールの場合：sangyo@town.kawamata.lg.jp 

回覧 ※速やかな回覧にご協力ください。
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川俣町中心市街地活性化基本計画(案) 

１．中心市街地活性化基本計画の位置付け 

中心市街地活性化基本計画（以下、｢本計画｣という。）は、第 5 次川俣町振興計画の実

施計画の一つとして、「中心市街地の再生と魅力あるまちづくり」「東日本大震災及び福島

第一原子力発電所の事故による被害から脱却」を図るため、町民・事業者・町が総合的か

つ一体的に取り組む指針となるものです。 

本計画に位置付ける各種取り組みについては、計画期間である今後5年間の中で確実に

着手・実行することを目標とします。 

２．中心市街地の目指すべき姿 

本町が目指す「誰もが住みやすいコンパクトなまちづくり」を進めて行くためには、中

心市街地に集積されている多様な機能が相乗効果を発揮し、様々な住民サービスが提供さ

れることが必要です。 

そのため中心市街地においては、中心市街地の課題に対応しつつ「行政機能、保健・福

祉・医療機能、商業機能、文化教育機能が確保（機能の維持・向上）された中心市街地」

を将来も目指すべき姿として位置付けます。 

【中心市街地の範囲】  
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３．中心市街地の課題 

４．中心市街地活性化の基本コンセプト・基本方針 

中心市街地の課題に対応するため、本計画のコンセプト及び基本方針を次のとおり設定

します。 

【基本コンセプト】

～ 人々の元気・賑わいのあふれるまち ～ 
中心市街地の抱える2つの主要課題に対し、「道の駅」周辺地域と連携を図りな

がら、人々が行き交う舞台として「元気・賑わい」を取り戻すため、町や商工会・

商店会等の住民組織が一体となって、「様々な交流が行われる場」「住み良い環境

を提供する場」を作り出します。 

【基本方針②】 

人にやさしく・便利で住みやすいと感じる場を作る。（みんなが住みやすい場の形成）

【基本方針①】

人々が集い、気軽に楽しく交流が行われる場を作る。（みんなが集まる場の形成）

【本計画で取り組む事項】

➢活性化推進体制を構築し、商店会や商工会等が主体となった取り組みを支援します。 

➢空き店舗の活用支援や個店の魅力向上に資する各種取り組みを支援します。 

➢多世代交流支援施設や屋内遊び場等の整備により、生活利便機能の向上を図ります。 

➢中央公園整備やウォーキングマップの作成等により、買い物以外での来街を促進します。 

➢歩行空間や町道、駐車場の整備や循環型公共交通の導入により、徒歩や車、公共交通での移動

を支援します。

【本計画で取り組む事項】

➢官・民が協働し、新たな街なか宅地供給支援等により、新たな居住者の受け皿となる宅地等の

供給を促進します。 

➢戸建建築助成や家賃助成等の街なか居住支援により、街なかでの定住を促進します。 

➢復興公営住宅の整備により、山木屋地区避難者の生活の安定・コミュニティの維持を図ります。

【課題②】 

街なか居住 

の促進

【課題①】

多様な賑わい 

の創出

➢「最寄り品（食料品等）の主要な買い物先」という重要な機能を維持

するため、既存の商業機能を維持することが必要です。 

➢町内外の人々が中心市街地を利用し、買い物できる環境づくりを行う

ため、他都市や郊外店舗との差別化を図っていくことが必要です。 

➢中心市街地が持つ多様な機能を活用・強化し、買い物以外でも楽しめ

る魅力を創出していくことが必要です。 

➢中心市街地内・外の移動が容易で、利便性の高い環境づくりを行うた

め、移動しやすい環境を創出していくことが必要です。 

➢街なか居住を促進するため、中心市街地での居住支援・流出抑制や地

域コミュニティの維持を図ることが必要です。 

➢街なか居住促進や長期避難者に対する避難生活の場を提供していくた

め、居住空間を確保することが必要です。
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５．中心市街地活性化推進施策 

中心市街地の活性化に向け、以下に示す活性化推進施策を実行します。 

【活性化推進施策の体系】 
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【活性化施策の概要及び実施位置】  
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６．中心市街地活性化推進施策の実施スケジュール 

７．計画推進のための実施体制 

中心市街地の活性化に向けた取り組みの実行性を確保するため、中心的な役割を担う組

織として、（仮称）中心市街地活性化推進協議会を設置します。 

まちづくり会社（まちづくり川俣）と商店街（商店会・商工会）、町等が連携・協力して、

円滑かつ継続的に事業に取り組みます。 

機関 役割 

商店街 

（商店会・商工会）

商業活性化の牽引役であり、中心市街地の商業活性化の主体として、地

域の経済活力の向上を目指し、商業の活性化を推進する 

まちづくり会社 まちづくりの総括役であり、中心市街地のまちづくりの主体として、公

益性と企業性を併せ持って、積極的に事業を推進する 

町役場 まちづくりの牽引役であり、市街地整備や公共公益施設整備を推進しつ

つ、各牽引役が実施する取り組みを支援する 

【計画推進のための実施体制】 


